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広島大学大学院人間社会科学研究科准教授

はじめに

　アフリカ連合（AU）は、2002年の発足以来、国際連合（以下、国連）と欧州連
合（EU）との間で機構間の包括的な政策連携を深めてきた。その中でもアフリカ
地域で起きている武力紛争への対応は、これらの連携の中心課題の一つであり、こ
こ20年もの間、継続的に行われてきた。AUが発足すると、AU独自の平和支援活
動が創設されるようになり、国連平和維持活動（以下、国連 PKO）や EU平和活動
とともにアフリカの平和と安全の課題への取り組みが見られるようになった。すな
わち、アフリカ地域の紛争予防、仲介、平和維持、平和構築といった一連の紛争対
応のために、これらの機構間による政策連携が求められる時代を迎えたのである。
　しかし、こうした政策連携が強化される一方で、求められる紛争対応の現場で
は困難な状況がさらに悪化している。例えば、アフリカにおける国連 PKOの危機
は、近年のマリの状況を見ればその深刻さは明らかである。2012年に現地の紛争
解決のために多国籍部隊として展開したのは、AUによるアフリカ主導国際マリ
支援ミッション（AFISMA）であったが、その翌年に AFISMAを引き継いだ国連
マリ多面的統合安定化ミッション（MINUSMA）は、現地勢力からの武力攻撃を
受け続けた。また2020年以降、同国で度重なる軍事クーデターが起きるという国
政の混乱が重なった。直近のクーデター政権によるMINUSMAの受け入れ拒否が
表明されると、2023年 6 月、国連安全保障理事会（以下、国連安保理）はやむを
得ず、MINUSMAの2023年12月31日をもっての実質的な任務の終了を決定した1。
ここ数年、マリだけではなく、ギニア、ブルキナファソ、スーダン、ニジェール
などの国々でクーデターが発生しているが、これにより、国連や EUによる活動
の継続がさらに困難な状況になっている。
　このようなアフリカにおける情勢の変化を前にして、AU、EU、そして国連に
よる政策連携にはどのような変容が迫られているのだろうか。本論文は、AUと
国連、そして AUと EUとの間の政策連携がどのような性格を持ち合わせている
のかについて、活動対象となっている紛争地域の環境の変化に照らし合わせなが
ら考察することを目的としている。後述するように、先行研究では、関与するア
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クター自体の政策連携に対する行動分析に集中する傾向が見られ、必ずしも本稿
が試みるような考察には及んでいない。ここに本稿の意義があると考える。
　論文の構成は次のとおりである。第 1節では、アフリカをめぐる国連、AU、そ
して EUによる紛争対応についての先行研究を批評しつつ、本論文が提示する問
いについて導く作業を行う。その上で第 2節では、AUと国連、及び AUと EUと
の間で具体的に実施されてきた政策連携について説明する。これらの準備作業を
踏まえて、第 3節では、この政策連携の意味について考察を行いたい。
　なお、本稿は、EUが AU発足を決めていたアフリカ統一機構（OAU）とのサ
ミットを開始した年にあたる2000年から、2023年までの通時的な政策連携の状況
を分析対象とする。また、本稿は、AU、EU、国連の政策連携を分析対象とする
ため、これらの機構が政策連携の中で対応を重視する地域のみを念頭に議論を進
める。なお、差しあたり本稿では、政策連携のことを、共通の政策課題について、
アクター間で必要とされる連携のことを意味することにする。そして、この場合
の政策連携は、各機構による個別の政策課題について、具体的合意に基づく連携
のことを指している。また、パートナーシップという用語については、以上の政
策連携の際に実務的に用いられる用語として捉えるのみとする。これに加え、本
稿は、平和活動という用語については、国連が使用する用語の場合は国連平和活
動あるいは単に平和活動とし、EUが実施している平和活動については EU平和活
動、そして、AUによる活動については AUの規定の文言に従い平和支援活動と
表記することにする。

1．先行研究の動向―AU・国連及びAU・EU間の政策連携をめぐる研究課題

　本節では、AU、EU、国連の機構間で進められる紛争対応をめぐる政策連携を
対象とした先行研究について整理する。これらのテーマを取り上げた論考は、国
連や EUといった個々の機構の行動を中心に据えつつ AUとの連携を分析する立
場を取る傾向にある。したがって本節は、AUと国連、そして、AUと EUとの政
策連携を分析対象とする先行研究のまとまりの順に整理しつつ、検討を加える。
　AUと国連の政策連携について考察した初期の論文としては、2014年に公刊さ
れたウィリアムとボーテリスの共著が代表的であり、同論文は、両機構が政策連
携にあたって抱える本質的な課題を提示している2。これらの課題は多岐にわたる
が、まとめると次の 2点に集約されよう。
　第 1に、ウィリアムらは、両機構間の政策上の取決めは主に行政レベルの連携
の仕組みを構築し、行政担当者間の日常業務の調整を促進するかもしれないが、
国連安保理での審議を要するハイ・レベルな政策決定を約束するわけではないと
ころに課題があると指摘した3。AU・国連間で連携して政策が実施される場合の
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有無にかかわらず、国際の平和と安全の維持に関する事項であれば、適宜国連安
保理により議題案として取り上げられ、審議の対象となる。この場合、アフリカ
における国連 PKOの承認や、国連と協力関係を築こうとするAU平和支援活動の
容認も審議の対象となることが通例である。したがって、国連安保理理事国の決
議案に対する賛意が国連と AUとの政策連携のための実質的な条件となる。この
ことに加えウィリアムらは、アフリカ地域から選出される国連安保理非常任理事
国の行動が、AUが望む関連決議を承認へと導く上での決定的な推進力になりう
るわけではないと指摘する4。国連安保理非常任理事国は地域グループから選ばれ
て国連安保理に参加をするものの、特定の地域機構を代表するものではない。
　しかし、これらアフリカ地域から参加をする非常任理事国が、アフリカ全体の
問題として、AUと連携をして交渉を進めることが妨げられるわけでもない。後
述するように、在ニューヨーク国連 AU代表部は、「A3（African Three）」と呼ば
れるアフリカ地域グループの非常任理事国 3か国との連携を深めてきている5。A3
メンバー国が国連安保理の審議において共同で発言をする場合も増えているが、
この動きは、アフリカ・グループ及び AUとの連携を示す事例と考えられる。ま
た、国連AU代表部自体の存在もアフリカ・グループにとって重要な存在である。
AU加盟国55か国のうち西サハラを除いた54か国が国連アフリカ・グループを構
成していることから、国連 AU代表部が同グループの窓口の一つとしての役割も
担っているのである6。したがって、間接的ではあるが、国連安保理に対する AU
による交渉の機会が全くないというわけでもない。いずれにせよ、AU平和支援
活動の設置には部隊展開のための技術的・資金的支援が必要であり、国連安保理
による容認が必然となっている。
　第 2に、ウィリアムらは、国連 PKOを念頭に平和活動を包括的に構築している
国連と、独自の決定に従って行動する AUとの間では、国連の平和活動と AU平
和支援活動との間で、理念や実施内容をめぐる解釈の相違が生じかねず、紛争現
場での活動連携に本質的な課題を残していると指摘した7。AU平和支援活動は、
AU主体によるものである。仮に AU平和支援活動による平和強制が、国連 PKO
原則の範囲内で実施される平和強制行動とは認められないような場合、両機構の
政策連携は難局を迎えるであろう。もっとも、上述の第 1 の指摘のとおり、AU
による特定の行動を認めるかどうかは国連安保理が国連憲章に従って行うもので
ある。現状では AU平和支援活動の展開と実施については、資金的支援も含めて
国連安保理による反対を受けるという事態には至っていない。だからといって、
この第 2の指摘が本質的な問題である以上、AUによる活動が国連安保理決議の
容認する範囲を逸脱する可能性を軽視するべきではない。
　一方で、両機構が平和活動の理念を共有する過程が見て取れると論じる文献も
ある。オクサミトナとウィレンは、近年の国連 PKOの職務権限として掲げられる
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ようになった「文民の保護」という規範的行動概念を AUが実質的な行動原則と
して受容していく過程を分析している8。オクサミトナらは規範論の視点から、国
連が重視する「文民の保護」という規範の受容が AUの行動から観察ができ、さ
らにはその AUを通じて AU加盟国にもその受容が一部で見られると論じた9。イ
ンタビュー手法によるオクサミトナらによる研究は、AUと国連が実務的に共同
行動を実践する現象の理解の促進に役立つと考えられる。ただし、政策連携があ
るにもかかわらず、紛争への対応の現場において機構間で別々の平和活動が平行
して実践されるという現象については必ずしも明快な回答は与えてくれないであ
ろう。その意味でもウィリアムらによる指摘は重要と考える。
　続いて、AUと EUとの政策連携についての研究動向はどうであろう。グローバ
ルな平和と安全の問題に取り組む EUの行動は、後述するように、欧州安全保障
戦略（ESS）を基礎として実施される。アフリカにおける紛争も、グローバル・
レベルでの ESSの課題の一部としての位置付けとなる。そのため、EUの機構構
造や政策を分析する研究者は、平和と安全の問題に関しては、ESSの事例の一つ
として AUとの連携を取り上げることになる。特に、アフリカの紛争が、テロリ
ズムと深い関連を示している事例の場合は EUにとっても最大の関心事項の一つ
となる。そこで、2010年代以降、サヘル地域におけるテロの危機が急速に拡大し
たことを受けて、EUによる危機管理のあり方について、紛争管理者、あるいは
セキュリティ・プロバイダーといった概念から分析されるようになった10。した
がって、このような EUの役割の考察の際に、その一事例として、AUとの連携が
取り上げられることになる。
　AUと EUとの政策連携に着目するスタージャーとグワティワによれば、アフリ
カにおける平和と安全の文脈を念頭に置いた EU研究の潮流は、EU加盟国による
個別の外交政策が EU安全保障政策として収斂していく過程を見る制度論に依拠
した研究と、それとは異なり EUの制度や政策以外のコンテクストを取り入れな
がら分析する研究に大別され、これに加えポストコロニアリズムの視点から論じ
る研究があると説明している11。本稿は、EUのみならず EU以外の要素、すなわ
ち AUによる政策の推進にも言及することから、スタージャーによる後者の研究
分類の中に位置付けられよう。また、スタージャーらが示すように、ポストコロ
ニアリズム研究の観点からは、アフリカ安全保障のアクターとしての AUは、ア
フリカのオーナーシップに基づく EUとの対等な立場での政策連携の在り方が語
られることになる12。このような複眼的な視座から両機構の政策連携を対象に行
われる分析は、どのような条件で両者の政策連携が形成されるのかという問いに
集中している。スタージャーらによれば、制度化（institutionalisation）のコンセプ
トから、両機構の政策実現への意識の高さ、欧州委員会と AU委員会との定期会
合をはじめとする制度構築、そして政策連携に基づくプロジェクトの資金調達メ
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カニズムの構築が推進されていると評価している13。
　なお、これらの研究群は、国連、AU、EUとの政策連携に限らず、アフリカの
一部地域の諸国で構成される準地域機構との連携も含めて、多様なアフリカ安全
保障アクター間の連携を包括的に論じる傾向にある。例えばブロシグは、同地域
の平和と安全のために関与する複数のアクターによる個別の平和活動の同時展開
が相互に複雑に関係している様態をアフリカ・レジーム・コンプレックスと称す
る概念で捉えようとした14。ブロシグによる分析によれば、その複雑性の中でも
互いに平和を維持しようとする現象を、「協調的平和維持」15という概念で捉えよ
うとした。その協調行動が推進される理由についてブロシグは、複数のリード国
による行動意思の存在が、国連安保理や AU平和・安全保障理事会による紛争対
応の促進に重要であると指摘する16。これらのリード国の存在によって、国連PKO
や、EU平和活動、そしてAU平和支援活動などの設立が国連安保理でも容認され
ていく過程が描けるかどうかが連携の鍵となっているとブロシグは分析する17。た
だし、リード国といえども単独では問題解決ができないために、人的・資金的リ
ソースを互いに補完せざるを得ないという状況があるとブロシグは考察している18。
なお、この「補完」という考え方についてチエは、国連安保理としては国際の平
和と安全の維持のために AUが提供するリソースを歓迎する一方で、AU側から
すれば、国連のリソースを利便的なものとして捉えるという見方の相違があると
解釈している19。
　以上のように、これまでの先行研究では特定の機構が特定の課題についてどの
ような制度化を図り、また、どのような意思決定を行ってきているのかという分
析が中心であった。国連と AUとの政策連携についての研究動向には、ウィリア
ムらが指摘するような機構間の理念の乖離から生じうる連携の断絶への懸念が一
部で示された。一方、これら機構間の行動原則を擦り合わせていく調整過程を規
範論の立場から解き明かそうとする研究も見られた。次に、AUと EUとの政策連
携についての議論では、EUによるアフリカに対する外交・安全保障政策の一部
として両機構の連携を捉える傾向が見られた。一方、これらの先行研究の内容は、
ブロシグが示すような複数の機構間の協調的行動理由の説明へとその分析範囲を
広げている。しかし、上述の研究は、制度の構築の過程への分析に集中しがちで、
これらの機構間の政策連携における通時的な特色を環境の変化の中に位置付けて
論じているわけではなかった。本稿の第 3節に述べるように、以上の 3つの機構
間の政策連携は、継続するテロの蔓延による多難の継続や、それまで認められて
きた平和活動の受け入れ国側の拒否への態度変更など、新たな難局を迎えている。
したがって、本稿は、これまでの先行研究とは異なり、これら機構間の政策連携
がどのような性格を持ち合わせているのかについて、活動対象となっている紛争
地域の環境の変化に照らし合わせながら考察する。



120　広島平和研究：Hiroshima Peace Research Journal, Volume 11

2．AUと国連及びAUとEU間の政策連携の動向

（1）AU と国連
　2022年10月11日、国連安保理の議場では、アントニオ・グテーレス国連事務総
長が、AUと国連がこの20年間にわたり連携を深め、両機構間のパートナーシッ
プは今や「マルチラテラリズムの礎（a cornerstone of multilateralism）」20となったと
宣言していた。AUが正式に発足したのは、2002年 7 月 9 日～10日に南アフリカ
共和国のダーバンで開催された AU総会第 1回通常会合のときである。同会合で
は、AUの組織構造と政策的指針が打ち立てられる中、平和、安全、安定を促進
するための政治機関として、AU平和・安全保障理事会の設立についての議定書
も採択された21。同議定書第17条では、国連、そしてその他の国際機構との関係
について規定され、国連については、地域的取極についての国連憲章第 8章を遵
守しつつ、特に国連安保理との定期的な会合を設けることで緊密な協力体制を構
築することが提起された22。
　その後、AUと国連が具体的な連携の合意に至ったのは、2006年11月16日のこ
とである。すなわち、「国連・AU協力の強化に向けた宣言」23が、事務方のトップ
であるコフィー・アナン国連事務総長とアルファ・コナレ AU委員会委員長（マ
リ共和国大統領）との間で合意されたのである。なお、同宣言はアディスアベバ
にある AU本部にて、AUサミットの会期中に合意されている。同宣言は、AUの
人的・資金的管理を含む組織強化、平和と安全、人権、政治・法・選挙にかかる
事項、社会・経済・文化・人間開発、食料安全保障・環境保護、といった諸分野
で協力を促進すると宣言した24。当面は、発足して間もないAUの組織としての能
力強化を国連が支援する内容の合意であった。ただし、コナレ AU委員長は、将
来的に AU委員会がアフリカの平和と安全にとって実質的な執行機関に成長した
ときには国連が現在アフリカの平和の実現のために行っている負担を軽減すると
強調していた25。このことは、AUが将来的には財政と人材確保の両面で自律した
機構となることを条件として、当面は国連が AUの能力開発を支援するという立
場を示したものと理解できる。
　同議定書が締結されたタイミングは、当時、スーダンのダルフールで起きてい
た大規模な暴力的紛争の時期と重なる。国連の報道によれば、AUスーダン・ミッ
ション（AMIS）の展開能力を高めつつ、新たに国連とAUとで共同設立する PKO
ミッション、すなわちダルフール国連・AU合同ミッション（UNAMID）の派遣
に向けた手続きを始めることを決めた場が、上記宣言を表明した際の AUサミッ
トであったという26。ダースマとミューラーによる最近の聞き取り調査によれば、
UNAMIDの設置に至った経緯には、当時、AMISの活動を終了させてその代わり
に国連 PKOを派遣することでAMISが失敗であったと評価されるリスクがあると
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米国と国連とが懸念を抱いていたこと、そして、そのために両機構による共同の
UNAMID設置案が浮上したことがあったとされる27。このことは、国連側が AU
の能力強化の過程で AUの組織能力の低下につながるリスクをできるだけ避けた
いという考えを抱いたという意味で、両機構の政策連携が不可欠であったことを
表している。
　その後、2008年 4月には、国際の平和と安全の維持のために、国連と地域機構、
特に AUとの連携に関する国連事務総長報告書が公表されている28。同報告書は、
複雑な構造を持つ今日の武力紛争から生じる脅威は、国際の平和と安全の維持に
とっての脅威であり、国連憲章第 8章に基づいて地域機構との緊密な連携の下で
の対応が必要であると提起した29。また、AUを代表的な例として、地域機構と国
連とのパートナーシップを強化し、共通の行動原則を構築しつつ、紛争予防のた
めの共同メカニズムの構築を将来的に進めていくべきであると勧告の一部で提起
した30。なお、具体的な連携として、2010年には、国連のAU事務所の設立が決ま
り、同事務所は、現在に至るまで国連のアディスアベバにおける政策連携の拠点
として運用されている31。
　AUと国連とのパートナーシップについてはその後も度々国連文書の中で言及
されている。2015年の「平和活動におけるハイレベル独立パネル報告書（HIPPO）」
32でも、地域機構とのパートナーシップでは AUは格別な位置付けがなされてお
り、AUが紛争解決のために設立する平和支援活動については国連安保理が承認
を行うなどの支援を継続していくことが明記されている33。HIPPOは、AUがアフ
リカに展開する国連 PKOに対し極めて協力的な立場を取っていたことに触れつ
つ、国連と AUとの間で戦略的なパートナーシップを構築していくべきであると
提案した34。具体的にHIPPOは、AUとの来るべき戦略的パートナーシップが、国
連が他の地域機構とともに将来的に実施することが期待される AUとの協力のた
めの原則、すなわち、「協議に基づく政策決定と共通戦略、相互に比較して有利と
なる労働部門、共同分析・計画・モニタリング・評価、（予防時期を含む）紛争サ
イクルに対する統合的な対応、国際基準に沿った透明性と説明責任」35によって実
現されると明記した。
　2017年 4 月19日には AU・国連年次会合がニューヨークの国連本部にて初めて
開催され、「平和と安全におけるパートナーシップ強化のための国連・AU共同フ
レームワーク」36がグテーレス事務総長とムーサ・ファキ AU委員会委員長との間
で合意された。この合意は、2006年に締結された「国連・AU協力の強化に向け
た宣言」が10年間の協力を予定していたことを踏まえたもので、その内容をさら
に充実させるために、紛争予防や仲介、紛争対応にわたる協力体制を今後も強化
し、国連と AU間の年次会合を毎年開催するとともに、合意の履行状況を毎年検
討していくという具体案を盛り込んだ37。このフレームワーク作りは単に定期的
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な会合を開くだけではなく、両機構間での政策決定の統合についても検討するこ
とを含んでいた。その具体的な構想は、2017年 5 月に公表されている国連事務総
長報告書で明らかになっている38。そこでは、アフリカの紛争対応についての、初
期の危機評価から戦略的評価の過程を共有し、その後に国連安保理と AU平和・
安全保障理事会がそれぞれ効果的にマンデートを構築し、最終的な人員配置や予
算措置を決定していくチャート案が示された39。
　このようなフレームワーク作りは、具体的な政策ダイアローグを常設化してい
く動きとして理解できよう。国連によれば、2017年以降、2023年の現在に至るま
で、国連安保理と AU平和・安全保障理事会の間で、年次合同協議会合が国連政
治・平和構築局（DPPA）の支援によって開催されている40。また両機構間でアフ
リカの平和構築及び持続的な平和を実現するために、2017年 9 月18日、実務者レ
ベルでの合意がニューヨークにある国連 AU代表部にて結ばれている41。加えて、
2018年には、国連平和構築委員会（PBC）と AU平和・安全保障理事会の間でア
フリカの武力紛争と平和構築について討議する年次非公式会合が開催され、両機
構、及びアフリカの紛争予防と平和構築への関心国との間で意思疎通がしやすい
環境が整備された42。こうした連携の動きはさらに個別のカウンターパートの間
でも推進されており、国連の資料によれば、国連事務総長と AU委員会委員長と
の年次会合、上述の A3各国に対する毎月のブリーフィングの他、AU平和支援活
動への資金的支援に関する国連事務総長報告書案についての事前協議、などが実
施されているという43。

（2）AU と EU
　AUと EUとが、本格的に連携をし始めた契機は、2000年 4月 3日～ 4日にカイ
ロで開催された第 1回 EU・アフリカ・サミットである。上述のとおり、AUが正
式に発足したのは2002年であったが、2000年にはすでに OAU （1963年発足）から
AUへの改組が決定しており、そうした中での同サミットの開催となった。第 1
回サミットでは、アフリカ側を代表してアブデルアジズ・ブーテフリカ・OAU議
長（アルジェリア大統領）が、（後に国連事務総長となる）アントニオ・グテーレ
ス欧州理事会議長（ポルトガル首相）と、ムハンマド・ムバラク・エジプト（開
催国）大統領とともに共同議長を務めた。同サミットの最終日には、「カイロ宣
言」44が採択され、経済、社会、安全保障の他、紛争予防や平和構築についての協
力など、多方面にわたる分野についての協力関係の構築が同宣言の内容に盛り込
まれた。後述するように、その後、同サミットは、2007年（第 2回）、2010年（第
3回）、2014年（第 4回）、2017年（第 5回）と回を重ね、後述のとおり、2022年
2月には AU・EUサミットと称して第 6回サミットがブリュッセルにて開催され
ている45。
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　EUが地理的外部にあるアフリカの平和と安全の課題に積極的に関わり始めた
のは、テロや武力紛争といった地域の問題が EUにとっても深刻なものとして受
け止められるようになったからである。第 1回 EU・アフリカ・サミットの翌年
にあたる2001年には、米国同時多発テロが起き、その後の世界は、テロの撲滅と
いう課題解決を抜きにしては地域の安定、そしてグローバル秩序の維持が困難と
いう時代を迎えた。また、EUとしては、バルカン半島で1990年代から深刻化した
民族や宗教に絡む複雑な武力紛争への対応、あるいは北大西洋条約機構（NATO）
との新たな連携などを通じて武力紛争への新たな政策作りを求められた46。こうし
た事態を受けて欧州理事会は、2003年、EUが今後進むべき安全保障上の指針と
して、上述の ESSを打ち立て、テロリズムをはじめ、大量破壊兵器、地域紛争、
破綻国家、組織犯罪へのグローバル・レベルでの脅威について取り組むことを宣
言したのである47。
　ESSの枠組みを踏まえ、アフリカとの安全保障上の初の戦略文書である、「共同
アフリカ・EU戦略（Joint Africa-EU Strategy: JAES）」48が2007年に開催された第 2
回 EU・アフリカ・サミットで採択されている。80ページにも及ぶ同戦略文書で
は、「共有されたビジョン（Shared Vision）」をキーワードとして、今後はあらゆ
る分野においてパートナーシップを強化していくことが重要であると説いた49。ま
た、同戦略文書は、そのパートナーシップは、「ヨーロッパとアフリカとの間のコ
ンセンサス（Euro-African consensus）によって紡ぎ出される価値、共通の利益、共
通の戦略目的によって構築され」50なければならないと明記した。その上で、同戦
略文書は、戦略的フレームワークの 4つの柱として、①平和と安全、②ガバナン
スと人権、③貿易と地域統合、④鍵となる開発問題、を挙げている51。つまり、共
通のビジョンに基づいて、これら 4つの重点分野での協力を促進していく戦略が
両機構間で具体的に打ち立てられたわけである。とりわけ、平和と安全の分野で
は、紛争予防や平和構築、紛争解決、紛争後の復興の諸課題について、欧州とア
フリカ両大陸の内側の問題解決はさることながら、その他の地域についてのグロー
バルな課題についても共有すべきであると、同戦略文書は提案した52。
　また、同戦略文書が、両機構の政策連携にあたり、平和と安全の課題について
国際的に討議する国連安保理を不可欠な場として捉えていることは注目に値する53。
そこからは、国連とAU、そして EUとが、国連憲章の目的に沿って、かつ重要事
項であれば国連安保理の決定に従って共同で平和と安全の課題に取り組む姿勢が
見て取れる。さらに言及すれば、同戦略文書が、包括的な軍縮の課題について、
アフリカの内戦やテロに真っ先に関係している小型武器の回収の問題のみならず、
国際的な大量破壊兵器の拡散の問題についても、「国連安保理決議の文脈」54を考
慮しつつアフリカ諸国と EUとが協調していくべきであると述べている。このこ
とは、両機構間の政策連携が、単にアフリカ地域に限らず、グローバルな安全保
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障問題を共有していく発想を持ち合わせているという意味で興味深い。
　このように具体的な政策連携を謡った同戦略文書は、その後の重層的な機構間
協調メカニズムの構築を促したと言える。すなわち2018年には、平和、安全、そ
してガバナンスの分野における覚書が両機構の間で締結され、アフリカにおける
グッド・ガバナンスと、平和と安全の維持の促進に取り組むことが改めて確認さ
れた55。また、同覚書は、国連との協調についても明記されている56。また、具体
的な協力事項の中には、テロや暴力的過激主義への対応や予防についても盛り込
まれていた57。その後、2022年には、第 6回サミットが開催され、新たな共同宣
言、「2030年に向けた共同ビジョン」58が採択された。同共同宣言では改めて、「二
つの連合による一つの共同ビジョン（Two unions, a joint vision）」59を確認し、平和
と安全、そしてヨーロッパとアフリカの両市民の繁栄を共同で守っていくための
2030年に向けたビジョンが掲げられた。また、サミットだけではなく、外相レベ
ル、AU・EU委員会レベル、議会議員団レベル、人権等の AU・EU専門家間会合
レベル、その他、ビジネス・セクターやユース間といった組織間連携が継続的に
図られるようになった60。平和と安全の分野では、2018年の両機構による覚書を
再確認しつつ、テロ対策を含む紛争サイクル全体に対応する統合的アプローチを、
EU平和活動、AU平和支援活動への支援、予算措置を含む国連との協力によって
実現していく旨が明記された61。

3．考察――政策連携の制度化と紛争環境の変化

　以上、本論文の第 2節では、アフリカにおける紛争対応をめぐり、AUと国連、
そして AUと EUといった機構間でどのような政策連携が展開されてきたのかに
ついて述べてきた。AUと国連との政策連携は、「AU・国連協力の強化に向けた
宣言」を通じ、アフリカ地域における紛争予防、仲介、紛争対応などを達成する
ために執り行われてきた。また、AUと EUの政策連携は、両機構間の包括的で戦
略的な協力フレームワークの一部として、アフリカにおける紛争予防、平和構築、
紛争解決、紛争後の復興について取り組まれてきた。本節では、これらの機構間
の目的の共有が、どのような特色を持っているのか、対応すべき紛争環境の変化
に照らしながら考察する。
　まず、AUと国連との政策連携について考察してみたい。第 2節で紹介したチ
エは、国連は AUを、国際の平和と安全を維持するための補完的なリソースとし
て、そして、AUは国連を、域内の紛争対応を促進するために利便的なリソース
として捉えている性格が強いのではないかと解釈した62。また、連携の課題とし
ては、ウィリアムらによる指摘の一部を振り返れば、特に平和強制を伴う国連
PKO以外の平和活動を国連安保理で容認する場合、AUが展開する平和支援活動
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が国連の考える平和強制とは異なり、国連 PKO原則を逸脱した活動主体となりう
る問題性があるという指摘があった63。もっともウィリアムらによる指摘は国連
平和活動や AU平和支援活動の実施といった政策連携の運用面の課題である。そ
の意味では、以上で再確認した政策連携の目的が直ちに損なわれるわけではい。
第 2節で確認したとおり、AUは、発足時に採択した AU平和・安全保障理事会
の設立に関する議定書の中で、国連やその他の国際機構と協力をすることを規定
し、かつ国連安保理とも定期的な会合を実施していくことを当初から決めていた。
さらに2006年には、AUとの連携強化に向けた取決めが合意され、その翌年に
AMISから UNAMIDへと移行したことは、両機構の平和活動の組織的・理念的連
携の深化をうかがわせた。その後、2017年に両機構の合意が改定されると、これ
により、両機構間の政策ダイアローグのための会合が本部レベル、すなわちニュー
ヨークとアディスアベバで日常的に実施されるようになった。これらの制度化が
進む中でその成果が国連によって毎年リスト化されており、例えば2022年から2023
年にかけては、エチオピア、スーダン、ソマリア、中央アフリカ共和国での紛争
当事者間に対する仲介、そしてニジェールなどでの軍事クーデターによる政変に
ついては共同で非難を表明したことなどが挙げられている64。
　しかし、これら政策連携だけでは対応できないところまで、その紛争環境は大
きく変化している。両機構間で2006年に締結された合意では、平和と安全の課題
はAUの能力構築のための一分野として併記されたに過ぎなかったのに対し、2017
年の合意では、紛争対応についてより具体的な協力体制を敷くことが明記された。
この間、これまで唯一のハイブリッド型の UNAMIDは、スーダン情勢の混乱の
中でその任務を終了（2020年）した。また、冒頭で述べたとおり、AFISMAから
MINUSMAへの移行があったが、和平合意後も続く武力衝突が平和維持を困難に
し、両機構間の政策連携の目的が十分には達成できない状況が続いた。また、サ
ヘル地域では、テロの蔓延が収束せず、同地域に展開している平和活動の遂行に
支障をきたしている。また、国連中央アフリカ多面的統合安定化ミッション
（MINUSCA）が2014年に派遣されて以降は、アフリカ地域だけのことではないも
のの、新規の国連 PKOは創設されていない。以上のことを考えると、現状の国連
と AUとの連携では、環境の変化に対して求められる紛争対応という意味におい
ては限定的にしか対応していないことがわかる65。
　次に、AUと EUとの政策連携についてはどうであろうか。第 2節で述べたとお
り、EUからすれば域外の紛争対応としてアフリカ地域の課題を捉えている。そ
の上で、EUは、紛争予防や平和構築などの目的をAUと共有し、両機構間で国連
憲章上の国際の平和と安全の維持を推進する政策連携を行っていた。すなわち、
AUと EUとの間の政策連携は、国連安保理との協調により、国連と AUとが上述
のような連携を実施することを前提として、かつ、国連安保理が個々の EU平和
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活動を容認することを想定しつつ行われている。ここ十数年はサヘル地域でのテ
ロ活動がさらに活発となっているが、EU平和活動は、軍事的鎮圧を実施する組
織はなく、あくまで対象国や地域機構に対して支援やアドバイスを実施するため
に派遣される組織であり続けている66。軍事的なテロ対応は、例えば2022年まで
マリで展開していたフランス軍をはじめとした実力部隊によって行われる任務で
あった。AUと EUとの政策連携は、2007年の JAESの内容を基盤として、2018年
の両機構間の覚書ではテロ対応を含む平和と安全、ガバナンスの強化を確認した。
ただし、国際の平和と安全の維持に関する課題は、国連安保理の承認を求めるス
タンスであり、その意味では国連安保理との連携が不可欠であった。したがって、
EUによる紛争予防、平和維持、平和構築という目的を達成するための活動は、AU
と協調しながらも、実施の基準にあたっては国連との政策連携を必要としていた
のである。以上で確認したように、アフリカにおけるテロと紛争、そして政権転
覆から生じる紛争環境の悪化という変化の潮流は、これら 3機構間の政策連携に
とって重大な課題を投げかけている。維持するための平和が崩されている状況下
では、これらの政策連携による効果は見えにくい状態が続いている。
　一方、ブロシグらが注目しているように、機構間の連携の枠外では、新たな紛
争対応のための国際的連携が生じている現象がある67。これらの機構が提供する
平和活動が手詰まりを迎える中で、サヘル地域ではテロ対策のための別の多国間
枠組みが形成されている。例えば、マリやニジェールの国境地域で多発するテロ
を撲滅するために、2014年 2月には、G5 サヘルと称する紛争解決の多国間枠組み
が構築され、2017年には G5 サヘルによる多国間軍事組織がアドホックな形式で
設立された68。G5 サヘルは、マリ、ニジェール、モーリタニア、チャド、ブルキ
ナファソが加盟国となり、これら 5か国の治安を脅かしている暴力的テロ行為に
対する鎮圧作戦を目的として活動を開始した。なお、G5 サヘルの活動について
は、2017年には国連安保理も正式な決議によって承認を与えている69。また、G5
サヘルに対しては、EU平和活動によるアドバイス、及び EUによる資金提供があ
り、マリとニジェールで直接展開する EU平和活動との相乗効果が期待された70。
その他、2015年 1 月には、ナイジェリア北部で問題となったボコ・ハラムと称す
る過激なテロ集団に対抗する軍事共同組織としての多国間共同タスクフォース
（MNJTF）が、ナイジェリア、カメルーン、チャド、ニジェール、ベニンの間で
設立されている71。
　もっともテロ対策は、まずは脅威を受けている国家の問題であり、法の支配に
基づき当該国の警察機構や軍事機構が主体的に対応する課題である。国境を超え
る問題であれば、まずは地理的に隣接する国家間の国境沿いで警察協力や軍事協
力を展開することは当然の対応である。したがって、このような理解に立てば、
G5 サヘルやMNJTFが直接にテロ集団の駐留による脅威を受けている関係国の間
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で連携することは当然の対応と言える。その意味では、国連や地域機構によるテ
ロ対策を含む直接的な平和活動を考案する事態は考えにくいということになる。
ただし、EUがこれらのアドホックなテロ対応組織に資金提供を実施してきたこ
と、あるいは国連安保理がこれらの組織を決議で承認してきたことは、アフリカ
でのテロの蔓延という環境の変化に対応を求めてのことと考えられる。2023年12
月にはフランス、国連、EUとの連携を拒んだマリ、そしてマリに同調するニ
ジェールとブルキナファソが G5 サヘルの多国籍軍から離脱しており、いずれに
せよ、国連、AU、EU間の政策連携による具体的紛争対応が難しい状況となって
いるのである72。

おわりに

　以上、本論文は、AUと国連、そして AUと EUとの間に見られる政策連携がど
のような性格を持ち合わせているのかについて、アフリカの平和と安全に関する
紛争環境の変化に照らし合わせながら考察してきた。AUと国連との政策連携は、
アフリカ地域における紛争予防、仲介、平和維持、そして平和構築を目的として
両機構間の制度化を図ってきた。また、AUと EUの政策連携は、アフリカにおけ
る平和と安全、そしてガバナンスの強化の分野において、紛争予防、平和構築、
紛争解決、紛争後の復興を目的として制度化が進められてきた。より具体的には、
AUと国連との政策連携では、2006年の協力強化に向けた宣言による合意を通じ、
国際の平和と安全の維持のために、発足間もない AUの機能強化支援を実施して
いくことが国連によって表明された。その後、国連 PKOと AU平和支援活動によ
るいくつかの紛争対応に向けた連携の実績を経て、両機構の間で、2017年には共
同でフレームワーク形成のための合意が交わされた。この新たな合意を受けて、
国連安保理と AU平和・安全保障理事会など、AUと国連間の紛争対応をめぐる
意思疎通のための制度化が促進された。一方、AUと EUとの政策連携では、2000
年以降に開催されてきたサミットでの討議の内容を基調として、2007年には JAES
による共同戦略文書が合意された。JAESでは、アフリカにおける平和と安全の問
題も含め包括的にアフリカ全体の課題を共通のビジョンに基づくパートナーシッ
プの必要性が強調された。その後、2018年には、平和と安全、ガバナンスの分野
における覚書が締結され、紛争サイクル全体への対応を重視し、テロや暴力的過
激主義に対する協力についても言及された。EU平和活動は、ソマリアやマリ、中
央アフリカ共和国、コンゴ民主共和国など、テロを含む紛争当事者間の暴力的衝
突が絶えない紛争現場において、主に現地国家の治安維持組織の能力開発を任務
として多数派遣されている。また、EUは、AU平和支援活動や、国連安保理と
AU平和・安全保障理事会が容認するG5 サヘルにもテロ対策のために資金提供や
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EU平和活動によるアドバイスを提供するなど、テロ対策についても間接的に支
援を進めている。このような経緯を見れば、共通の目的を了解しつつ、アフリカ
の紛争対応について機構間で制度化を進めてきたことがうかがえる。また、現地
で結ばれる紛争後の和平合意に基づいて、共同で紛争対応を進めてきたことがわ
かる。
　しかし、サヘル地域などでのテロの蔓延が2010年代に深刻化すると、平和活動
よる直接的な対応というよりも、現地のガバナンスの強化を促す支援へとその性
格を変化させていることも本稿の考察からは見えてきた。また、テロや暴力的過
激主義が蔓延し、一部の国で軍事クーデターが民主化に反する動きを示すなど、
新規の国連 PKOやAU平和支援活動が展開しにくい状況がある中、グッド・ガバ
ナンスへの変容のための働きかけも、もはや受け入れられない事態となっている。
ただし、テロ組織への対応や、軍事介入による体制転換を含む紛争国への対応に
ついては、AUと国連、あるいは AUと EUとの間で当初から予定された目的では
なく、現状の政策連携における議題となっているわけでもないことに留意が必要
であろう。そして現時点では、AUが、AUの規則に基づいて実施が可能となって
いる平和強制行動が、軍事政権への強制介入という形式で実施されている事態に
は至ってはいない。これら 3者間の政策連携の現在地における性格としては、紛
争予防と仲介、平和維持、そして平和構築といった分野での政策連携であり、軍
事的強制による対応は企図されたものではないと理解されるべきである。なお、
これらの連携を通じて形成されてきた合意を確認する限り、具体的な紛争対応の
内容を審議する際には、国連安保理による承認が不可欠であるとの共通認識があっ
た。そのため、パートナーシップに基づく政策連携と行動は、国連安保理との連
携が前提であることから、現地の和平合意が存在することなど、その意味におい
て限定的な活動を余儀なくされていることに留意が必要である。
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